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（２）迅速かつ的確な検疫実施のための体制強化（新規）          １．１億円 

現在、世界的に大流行している「新型インフルエンザ（A/H1N1）」の強毒化や世界各地で

発生している致死性の高い鳥インフルエンザ（H5N1）が、ヒトからヒトへ感染する「新型インフ

ルエンザ（H5N1）」へと変異することが危惧されている状況を踏まえ、検疫所における水際対

策を充実強化するため、検疫業務研修を実施し、検疫に対応できる職員の確保等を推進す

る。 

 

 

 

（１）肝炎治療の一層の促進と肝炎ウイルス検査の実施   ２０５億円（１７５億円） 

肝炎患者に対する医療費の助成を拡充（自己負担限度額の引き下げ（１万円、３万円、  

５万円→１万円、２万円）、インターフェロン治療に加え核酸アナログ製剤治療（※）を追加）す

るとともに、保健所等において利用者の利便性に配慮した肝炎ウイルス検査等を行う。 

   ※ウイルスの増殖を抑制する抗ウイルス剤の一種。Ｂ型肝炎の代表的治療薬の一つ。 

 

（２）安全・安心の肝炎診療体制の整備と研究基盤の整備等   ３２億円（３１億円） 

患者やその家族などに対する相談支援等を行う肝疾患診療連携拠点病院への支援事業

等を実施するとともに、肝炎治療実績の大幅な改善に繋がるような肝疾患の新たな治療方法

等の研究開発を推進する。また、肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新型インフルエンザ対策の強化 

平成21年度第2次補正予算案において下記の事業に要する経費を計上。（１，１７３億円） 

①細胞培養法を開発し、現在の鶏卵培養法では１年半～２年を要する全国民分の新型イ

ンフルエンザワクチンを約半年で生産可能な体制を構築する。 

②低所得者に対し新型インフルエンザワクチンの接種費用を助成する。 

③新型インフルエンザ患者を受け入れる医療機関において必要な設備（人工呼吸器等）

を整備する。                            

２ 肝炎対策                           ２３６億円（２０５億円） 



- 38 - 

 

 

 

 

がん医療に携わる医療従事者の研修等を引き続き行うとともに、化学療法医、放射線治療

医、病理医をはじめとした医療従事者の実態調査やがん医療の地域連携強化等により、が

ん医療の均てん化を図る。 

また、がんの早期発見・早期治療に向けて、がん検診５０％推進本部を設置したところであ

り、今後、国・地方公共団体・企業等の連携の強化を図り、がん検診の受診を促進する。 

なお、特に検診受診率の低い女性特有のがん（子宮頸がん、乳がん）については、一定の

年齢（子宮頸がんは20歳、25歳、30歳、35歳及び40歳、乳がんについては40歳、45歳、50歳、

55歳及び60歳（対象人数740万人分））に達した女性に検診の無料クーポンを配布するととも

に検診手帳を交付する。 

さらに、がん対策推進基本計画に掲げる目標の達成に資する研究を着実に推進するとと

もに、がん予防、診断、治療等に係る技術の向上などの研究成果を普及、活用する。 

 

 

 

 

 

（１）難病対策                         ２，０７３億円（１，４５８億円） 

① 難治性疾患に関する調査・研究の推進                 １００億円（１００億円） 

難治性疾患の診断・治療法の開発を促進するため、難治性疾患に関する調査・研究を

引き続き推進する。 

 

② 難病患者の生活支援等の推進                 １，９７３億円（１，３５８億円） 

特定疾患治療研究事業については、患者の医療費の負担軽減を図るため、平成21年度

補正予算において新たに追加された対象疾患も含め、引き続き実施するとともに、難病相

談・支援センター（全国47か所）の運営等を通じ、地域における難病患者の生活支援等を

推進する。 

 

（２）移植対策                               ２８億円（２６億円） 

① 臓器移植対策の推進                           ８．６億円（５．４億円） 

臓器移植法の改正を踏まえ、臓器移植が適切に実施されるよう、コーディネーター等のあ

っせん業務従事者の増員や移植対象者検索システム及び臓器提供意思登録システムの改

修等の体制整備を行うとともに、改正内容の普及啓発に取り組む。 

 

３ がん対策の総合的かつ計画的な推進         ３１６億円（２３７億円） 

４ 難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策の推進                     

２，２２８億円（１，６３２億円） 
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②造血幹細胞移植対策の推進                          １７億円（１８億円） 

骨髄移植及びさい帯血移植が円滑に実施されるよう、引き続きあっせん体制の整備を図

る。 

 

（３）生活習慣病対策                           ４４億円（５９億円） 

① 健康づくり・生活習慣病対策の推進                     ２７億円（３７億円） 

健康寿命の延伸を実現すること等を目的とした「健康日本２１」を着実に推進するため、国

際条約に沿ったたばこ対策、ボランティアを活用した食生活改善等の健康づくり及び「糖尿

病患者のためのガイドライン」の作成等を実施する。 

 

② 生活習慣病予防等に関する調査・研究の推進              １７億円（２２億円） 

循環器疾患、糖尿病等の生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的

に実施し、今後の対策の推進に必要なエビデンスの構築を目指すとともに、国民の身体状

況や生活習慣の状況を明らかにするための国民健康・栄養調査等を実施し、国民の健康

の増進の総合的な推進を図るための基礎資料を収集する。 

 

（４）各種疾病対策                            ８２億円（８９億円） 

① エイズ対策の推進                               ６９億円（７５億円） 

HIV感染者・エイズ患者数が依然として増加していることから、引き続き感染の特性を踏

まえた普及啓発を行うとともに、早期にＨＩＶ感染を発見し、治療につなげることができるよう、

利用者の利便性に配慮した検査・相談を実施する。 

 

②リウマチ・アレルギー対策の推進                       １０億円（１１億円） 

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギーなど免疫アレルギ

ー疾患の治療法等の研究を推進する。また、気管支喘息に加えてリウマチやその他のア

レルギー系疾患に関する自己管理の徹底や、かかりつけ医と専門医療機関との連携体制

の構築を図る。 

 

③腎疾患対策の推進                                ２．９億円（３億円） 

慢性腎臓病（CKD）に関する診断・治療法の研究開発を推進するとともに、医療従事者へ

の研修や正しい知識の普及啓発等を行う。 
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（１）健康安全・危機管理対策総合研究の推進       ３．９億円（４．１億円） 

感染症やバイオテロリズムの発生に備えた初動体制の確保や危機情報の共有及び活用、

地域における健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危機管理対策総合研究

事業により総合的な研究を推進する。 

 

（２）健康危機管理体制の整備・強化              ２．２億円（２．７億円） 

非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、各種訓練の実施、地域に

おける連携体制の構築等を行うとともに、地域における健康危機事例に的確に対応するため、

専門家の養成等を行う。 

 

（３）国際健康危機管理対応能力の強化            １．１億円（１．３億円） 

国内外での未知の感染症等の発生時にWHO等が編成する疫学調査チームに国立感染

症研究所が参加し、国際的な感染症の情報収集、解析、情報提供等を行う。また、病原体の

ゲノム情報の蓄積、データベース化及び解析を推進する。 

 

 

 
 

 

（１）グローバル臨床研究拠点等の整備の拡充            ６億円（４億円） 

医薬品開発の迅速化を図り、ドラッグラグの解消に資するため、外国の研究機関との国際

共同治験・臨床研究を実施する拠点の体制整備を行うとともに、国内における未承認薬等の

開発を推進するための治験支援拠点等の体制整備を行う。 

 

（２）治験・臨床研究登録情報の提供体制の強化（新規）          ８２百万円 

治験・臨床研究に関する情報を集積する世界的な取組に対応するため、日本における治

験・臨床研究情報を横断的に検索することができるポータルサイトをより使いやすく改良する

とともに、ＷＨOなど海外への情報発信を行う。 

 

 

 

 

 

５ 健康危機管理体制の強化・推進           ７．１億円（８．１億円） 

 
 

６ 医薬品・医療機器の開発促進及び安全対策の推進等 

３４２億円（３６８億円） 
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（３）後発医薬品の使用促進                  ４．２億円（９．２億円） 

患者及び医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定供給

の確保、情報提供の充実及び普及啓発等による環境整備に関する事業等を実施する。 

※ 診療報酬改定においても、後発医薬品を多く使用している医療機関・薬局に対する評

価の充実等、後発医薬品の使用促進に取り組む。 

 

（４）医薬品・医療機器の安全対策の推進              １０億円（１０億円） 

医薬品・医療機器による健康被害の再発防止を図る観点から、国内外の情報収集・分析・

評価体制の強化を引き続き行うとともに、医療現場に対する効果的な情報提供手段の検討

を進め、安全対策の充実・強化を図る。 

 

（５）医薬品・医療機器の迅速な提供                １６億円（７．８億円） 

欧米では承認されているが、わが国では未承認の医薬品又は適応であって、医療上特に

必要性が高いものについて、承認迅速化の方策について検討を行うとともに、医薬品医療機

器総合機構の審査員を増員し、審査の迅速化を図る。また、有効で安全な新医薬品・医療

機器を迅速に提供できるようにするため、医薬品に係る日中韓三国における臨床データの民

族的要因の解明、規制制度の調査・当局間協議を行い、医療機器に関しては米国規制当局

との交流・情報交換を行うなど、世界同時開発・審査の促進を図る。 

 

 

 

 

（１）輸入食品の安全確保策の強化              １１４億円（１１８億円） 

 ①輸入食品の監視体制の強化                     ２３億円（２６億円） 

検疫所の輸入食品のモニタリング検査の充実等を図るとともに、輸入食品監視のための

システムを改善し、輸入手続きの最適化を進める。 

 

 ②対日輸出施設の査察体制の強化                    １０百万円（７百万円） 

輸出国における食品安全対策に関し、輸出国の衛生状況等に関する事前調査や計画

的な現地査察を実施するとともに、新たに原材料の生産・製造段階の管理体制も調査す

る。 

 

 

 

 

 

７ 食の安全・安心の確保                 １５０億円（１５１億円） 
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（２）残留農薬、食品添加物、容器包装等の安全性の確保  １５億円（１６億円） 

 ①残留農薬等ポジティブリスト制度の着実な推進             ５．５億円（６．１億円） 

ポジティブリスト制度（農薬等が一定量を超えて残留する食品の販売等を原則禁止する

制度）において、国際基準等を参考に農薬等の基準の見直しを計画的に行い、制度の着

実な推進を図る。 

 

 ②食品添加物、容器包装等の安全性確認の計画的な推進       ８．９億円（９．３億円） 

新たな毒性試験を活用しつつ、食品添加物等の安全性の見直しを計画的に実施する。

また、食品用容器包装等に用いられる化学物質の規制については、毒性等の基礎データ

を収集するなど、ポジティブリスト制度の国内導入に向けた調査検討を行うとともに、リサイ

クル素材等を使用した器具・容器包装等について、ガイドライン作成を進める。 

 

（３）健康食品の安全性の確保等の推進          ４４百万円（５２百万円） 

健康被害を未然に防ぐため、食品成分について安全性試験や分析調査を行うとともに、

発生時の迅速かつ適切な対応を図る。 

 

（４）食品安全に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 

１４百万円（１７百万円） 

食品安全基本法、食品衛生法に基づき、国の責務として位置づけられているリスクコミュニ

ケーション（消費者等との双方向の意見交換）について、消費者庁の設置等に伴う消費者の

意識の高まりに対応するため、広く消費者等と意見・情報交換を行うなど、消費者の視点に

立った事業の実施を推進する。 

 

（５）食品の安全の確保に資する研究等の推進         １５億円（１５億円） 

輸入食品の安全性確保、BSEの人への影響等の様々な問題に対し、科学的根拠に基づく

安全性に関する調査研究、先端技術を応用した検査技術の開発とともに、油症研究の充実

を図るなど、食品の安全の確保に資する研究を推進する。 
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 新たな総合的な制度ができるまでの間、低所得（市町村民税非課税）の障害者等につき、 

福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とする。（第６－２の内数） 

（参考）：現行の低所得の障害者に係る利用者負担 

福祉サービス（居宅）・・・最大 ３，０００円 

福祉サービス（通所）・・・最大 １，５００円 

福祉サービス（入所、グループホーム等）・・・最大２４，６００円 

補装具・・・最大２４，６００円 

 

 

 

 

（１）良質な障害福祉サービスの確保           ５，７１９億円（５，０７２億円） 

ホームヘルプ、グループホーム、就労移行支援事業等の障害福祉サービスについて、障

害福祉計画に基づく各市町村における取組の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

第第６６  障障害害者者支支援援のの総総合合的的なな推推進進  

障害者等が当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現するた

め、障がい者制度改革推進本部等における各種の制度改革の一環として、障害者福祉制度

を制度の谷間がなく、利用者の応能負担を基本とする制度に抜本的に見直していくこととあわ

せて、新たな制度ができるまでの間においても、障害福祉サービス等の利用者負担について

更なる軽減を図る。 

また、良質な障害福祉サービスの確保や地域生活支援事業の着実な実施等を図るととも

に、精神保健医療福祉や発達障害者等支援の推進を推進する。 

なお、平成２２年度より身体障害者の範囲を拡大し、障害者自立支援医療等の対象に肝機

能障害を加える。 

 

２ 障害福祉サービス等による障害者支援の推進 

１兆９０４億円（９，６７１億円） 

 

１ 利用者負担の軽減（新規）                       １０７億円 

○ 福祉・介護職員の処遇改善事業  

 福祉・介護職員の雇用環境を改善するため、平成 21年度第１次補正予算(1,070

億円)において都道府県に対する交付金（障害者自立支援対策臨時特例交付金）

により、福祉・介護職員の賃金の確実な引上げなど福祉・介護職員の処遇改善

に取り組む事業者に対し、福祉・介護職員１人当たり月額平均 1.5 万円の賃金引上

げに相当する額を助成する。（平成 23年度まで） 

 

 



- 44 - 

 

（２）地域生活支援事業の着実な実施              ４４０億円（４４０億円） 

障害者のニーズを踏まえ、移動支援や地域活動支援センター機能強化など障害者の地

域生活を支援する事業について、市町村等における事業の着実な実施及び定着を図るとと

もに、事業の実施が遅れている地域の支援や実施水準に格差が見られる事業の充実を図

る。 

 

（３）障害者に対する良質かつ適切な医療の提供   １，９５４億円（１，４４７億円） 

心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療（精神通院医療、身体障害者向けの更生

医療、身体障害児向けの育成医療）を提供する。 

 

（４）障害福祉サービス提供体制の整備             １２４億円（１２８億円） 

障害者の就労支援や地域移行支援の充実を図るため、就労移行支援等の障害者の日中

活動に係る事業所やグループホーム等の整備を促進する。 

 

（５）障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進（新規）       ４．７億円 

障害者虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援を行うため、地域における連携体制の

整備やこれらの職務に携わるための専門的な研修の実施、虐待を受けた障害者等へのカウ

ンセリング等を行う。 

 

（６）障害者総合福祉推進事業の創設（新規）                   ５億円 

障害者自立支援法廃止後の新たな総合的な制度の検討、制度施行のために具体的な検

討が必要となる課題について、地域における実践的工夫や取組及び実態の把握を行うため、

「障害者総合福祉推進事業」を創設する。 

 

 

 

 

（１）精神科救急医療体制の充実・強化               ２３億円（２１億円） 

一般救急医療と精神科救急医療の連携のため、身体合併症患者を積極的に受け入れる

身体合併症対応施設（４７か所）への医師等の配置による救急搬送受け入れ体制を強化す

る。 

 

（２）精神障害者の地域移行・地域生活支援の推進       １７億円（１７億円） 

精神障害者の地域移行の推進を図るとともに、未治療・治療中断の者に対する訪問等に

よる医療的支援の提供、若年層における精神疾患の早期発見、早期対応のための取組等を

通じた地域生活支援を推進する。 

３ 精神医療の質の向上、地域移行支援などの精神障害者施策の推進等                                   

２８２億円（２６５億円） 

 
 




